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関心事としての野宿生活者「問題」と都市住民意識

堤三長史郎

1.課題の設定

1.1 はじめに

大都市部における野宿生活者の精力5と可視化が f社会問題化J してもう久しくなっている。野宿生

活者の急増、各地で発生している「ホームレス襲撃事件J等のマスコミ報道は近年場加しており、そ

うした f出来事J r事件J について多くの都市住民が fホームレス跨題J(りとして認知している。そ

うした中で、都市住民はこの野翁生活者「問題J についてどのような態度を示しているのか。野宿生

活者 r問題Jは都市住民にどの程度の、どの様な関心をもたれているのか。

本稿の目的は、都市住民の聖子宿生活者「問題」に対する態度について、その特徴とそれを裳打ちす

る都市住民意識について示すことである。こうした課題の解明のために、本稿では大阪市立大学都市

環境問題研究会が 1998年に行った「市民議識調査J(2)のデーヂを用いながら考察を加えていく。

1.2 野宿生活者 f符題」への関心について

「野宿生活者 r問題』に対してどの程度の関心をもっているのかJ r都市住民は野宿生活者『問題』

をどの様な潤題と捉えているのかJ一都市住民の野犠生活者「問題j に対する態度について考察する

際、この様な課題の解明が期待されるだろう。本稿ではそうした問題意識から生じる課題の解明を試

みるわけだが、分析の前にこれらの詳題の内容について少し触れておきたい。まずは前者の課題につ

いて述べる。

「都市住民のもつ野宿生活者 F問題sへの関心J と言うときの r問題関心」とは、野翁を余儀なく

されている人々をめぐる問題について、それを社会的な問題として抱鐙しているだけでなく、自らの

生活に関わる問題として認識しているか否か、ということにまで及ぶものと捉えたいc すなわち野宿

生活者問題の解決を推進するために、都市住民に必要とされる「市民意識」の稼度ということである。

篠かに、近年都市の様々な局面において、都市住民の社会参加を志向する傾向が強まってきている

という見方はある。例えば 1995年度に大阪市立大学社会学研究家が行った「市民意識調査」の結果同

によれば、今後の社会貢献活動への参加を志向している都市住民は全体の 70.9%を占めていた。しか

しそうした参加を志向している都市住民の内、「公鼠の清掃、リサイクルJr高齢者や、天災被災者へ

の支援活動Jr非行少年の社会復帰への支援、難民キャンプへの援助活動」といった市民活動につい

ては 70~ 90 %の人が参加したいと殴答している一方で、「野宿している人への炊きU:lしや医療活動
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などの活動」については 40.2%にとどまっていた。示したデータは多少古いものではあるが、つまり

現在野宿生活者「問題J (都市住民にとっての rホームレス問題J) は、先に示したような局頂におけ

る活動においてよりも、そうした都市住民の関心を集めるには至っていないことが、今なお予想され

るのである。

さらに言うならば、現在多くの都市住民によって野宿生活者「問題Jの切実さが十分に認識されて

いるとは言い難く、目前の課題として野宿生活者の実態に基づいた理解の必要性が一部の識者等から

訴えられているのが現状である。

Lたがって、本稿では問題関心についてさしあたり「都市住民が野宿生活者 r問題』について実態

に基づいた知識をもとうとしているかJr野宿生活者 r縄題aを早急に『解決』すべき問題と捉えて

いるかJ悼といった程度で捉え、分析に臨むことにしたい。先に述べたような「市民意識J を伴っ

た問題関心についての検討も確かに重要であり、分析においてもそれが磯訟できるか否かを検討する

が、さしあたりはそうした r問題Jの切突きが認知されているか否かについてを検討の対象としたい。

本稿では都市住民の聖子宿生活者 f問題J についての、そうした問題関心について減る指標を作成し

用いるのであるが、その前にその元となるデータについて概観する。

「市民意識識王室Jでは野宿生活者 F問題」に関する 5つの慈見項目を提示し、それぞれについて市

民の考えを溜く質問を用怠した。以下にその質問文を提示する(5)。

荷 量T宿生活者の問題に演して、様々な意見や考え方があります。あなたは、以下にあげるような意見につ

いてどのように底われますか。それぞれの意見について、あなたのお考えを鴎かせてください。

意見項目 I r閏や府、市は一層積極的に野宿生活者の問題に取り級むべきだj (行政の責任)

意見項目 2 r野療生活者の掲惑を解決するために、食業はもっと積極的に行政に協力すべきだJ (企業

の責任)

意見現El3 r私たち市民は、野宿生活者の問題にもっと関心を持ち、哀鰐に考えるべきだJ (市民の関心)

意見項目 4 r私たち市民は、野宿している人たちの現状やその人たちが抱えている問題について、もつ

と十分に知るべきだJ (市民の啓発)

意見項呂 5r従来の考え方にとらわれない新しい発怨で、野宿生活者問題の解決方法を模索すべきだj (新

たな発想)

各意見項呂に対して「そう思う Jrそうは思わないJrどちらともいえないJの3つの選択肢を設けて回答

を求めた。

5つの意見項目は、野宿生活者「問題Jの解決のために何らかの主体がより積緩約に問題に関与す

べきだ、という形に集約される。ただ意見項El5に関しては劉与の主体が誰であるかについて脅か

れておらず、主体については回答者が自由に解釈できるようになっている。まずこの 5つの意見演目

の回答結果についての検討をする。その後これを元に従属変数を作成する。

これらの滋見項目に対する回答を見ることによって、都市住民が野宿生活者が存在するという事実

をどの穏度重要な問題と考えているのか(問題関心の度合い)、またその問題の解決にむけて対応す

べき存在は「議Jなのか、といった「野宿生活者 r問題Aに対する都市住民の基本約な問題関心のあ

りょう Jを探ることができるはずである。
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意見項目 1(N"'161η 意見項目2(N"，1594) 意見項目3(N"'IS96) 意見項目4{N"，lS88) 意見項白5(N"，lS64}

Iill 1:問題関心に関する項目の単純集計

重量そう思う

口そうは思わない

口忠らともいえ

凶 l は意見項呂 1~5 の単純集計について示している。各項目ともに提示された意晃に対して賛

成している人が最も多い。その次に多いのはいずれの項呂でも fどちらともいえなしりという反応で

あり、20~40%程度の割合で選択されている(Ô)。いずれの項目でも「そうは怠わない」は少数である。

この結果からは都市住民の聖子翁生活者 '1湾題Jに対する関心は決して低いとは言えない、というこ

とが一応綾認できる。しかしこの結果だけから手放しにそうした結論を出すわけにはいかない。都市

住民の問題関心が野宿生活者に対するいかなる認識からもたらされているのか、そうした問題関心の

背後には先に示したような r市民意識Jを煩潤見ることができるのか、そうした検討が必要である。

そして注目すべきは、緩かに rそうは恩わないJの割合はいずれの項目でも巌も低くはあるが、「ど

ちらともいえない」と判断を停止している都市住民がいずれの項目においても無視し得ない程存在す

るということである。こうした判断停止がもたらされる要因とは伺か。検討の必要があるだろう。

1.3 r野宿生t話者認識J

「都市住民は野翁生活者 r問題』をどの様な問題と捉えているのかJーこうした問題意識とは、「都

市役民は野綴生活者に対していかなる認識をもっているのか」という潤題意識と表裏一体である。野

街生活者が存在するという現実を何らかの意味で「終題j 化し、その問題の「解決j を志向する場合、

こうした8頃野宿生活者lこ対しでもっているイメージ、「かれらはなぜ野宿をしているのかJ といっ

た問いに対する自答を動員した上で、それを行うのである問。

都市住民の多くが野宿生活者についての知識を十分にもっているとは考え難い。なぜならばそうし

た知識とは、ほとんどがマスメディアの各媒体や近隣との会話から得る情報や、数少なく一時的な野

宿生活者との「接触J、衝で見かける野宿生活者の「表根性J掛から得られた情報であると考えられ

るからである問。さらに、都市住民の野宿生活者に対する知識とは大部分が「野宿生活者とは{何者かJ

といった問いに対して各人が用意している回答一野宿生活者に対してもっている基本的な認識('野

宿生活者認識j)なのだと言えよう。

そうした認識のありょう、枠組みについてはこれまで数々の先行研究において指摘が成されてい

る{川。それらの指摘において主限がおかれているのは、都市住民の野檎生活者に対する否定的な認
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識のありようについてであった。ただ、問題関心との関連について検討する本稿において、都市住民

のもつ認識について、そうした側衝のみに注目するわけにはいかない。近年増加しているマスコミ報

道などで、野街の原罰論として T不況Jr失業J といった側面がクローズアップされ、都市住民の照

で野宿の原因について把録する枠組みとしてそうした「やむを得ない事情によるJ認識が占める都合

が高まっていることにも注目しなければならない川。

したがって本稿ではそうした認識の枠緩みについて、大きく Fやむを得ない野宿Jr本人の責任に

よる野宿」とを設定し、これについての変数を用いる(回。また、都市住民の多くが野宿生活者につ

いて単一ではなく複数の枠組みをもって抱握していることについても考慮する必要がある{叫。した

がって、都市住民のもeっ r複数の野宿生活者像」についても考慮に入れ、変数を作成する。もちろん

これだけで都市住民の「野宿生話者認識」の多様性について示されたわけではない。しかし現時点で

はデータの解釈をより容易にし、問題関心の背後にある都市住民怠識についての大枠を把援するため

に、さしあたりこうした認識の枠組みを設定しておし

きて、そうした野宿生活者の野街に至った原因について、 fやむを得ない野宿J と認識している都

市住民の野宿生活者「問題」への関心の程度は、相対的に高いことが一見予想、される。逆に「本人の

資任による野宿Jと認識している都市住民の問題関心は低いということになる。これが問題関心とf野

宿生f活者認識j との基本的枠緩みである。特に「やむを得ない野宿Jと認識している都lP住民について、

それが他の務要民と無関係に抱援できるのであれば、野宿生活者「問題JIこ対する理解を得る作業は「市

民の惑発」のみに終始しても構わないのだという見解が一応得られる。しかしそうではなしそうし

た基本的枠組みが他の要因によって、その規定関係が綴れる場合、筆者は「野宿生活者認識」とは別

に問題関心の背後にある要因について示していかねばならない。よって本稿では先に提示した基本的

枠組みについてデータを用いて提示した後、それが一様に把握できる枠級みなのかどうかについて検

討していくことにする。

2.変数の作成

2.1 従属変数ー「問題関心度J変数の作成

都市伎民の野翁生活者「問題」に対する関心のありょうの大枠について考察するために、官官節に提

示した 5つの意見項目のそれぞれについての都市住民の反応を個別に検討することはきわめて煩雑で

ある。そこで、ここでは、各意見原呂に対する回答者の反応(宥定的であるかそうでないか)を総合

的に判断するための合成変数を作成し、その変数を用いて、都市住民の野宿生活者「問題J に対する

関心の度合いとありょうを把握することにする。以下に示すような手法でその変数を作成した。

表 Iは意見項El1から意見耳耳目 5までへの回答(賛否)を入力変数として主成分分析を行ったその

結果である(刊。第 I主成分の閲有値は 2.64で、寄与率が52.7%であり、第2主成分以下の協有値は

1未満である。第 1主成分に注目すると、各意見項呂への反応の値がすべて正の鑑で、またほぽ伺じ

t査をおしている。すなわちこの第 I主成分は、野宿生活者「問題J に対して何らかの対応を行うこと

への総合的な是非(野宿生活者「問題JIこ対する関心の程度について示していると考えられる。間有

値(寄与率)はそれほど大きくないのだが、この第 I主成分の主成分スコアを用いることで、都市住
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表1:r意見項目 1--5J主成分分析結果

第l主成分 第2主成分 第3主成分 第4主成分 第5主成分

殴有億 2.636 。778 0.657 0.576 0.354 

寄与率 52.719 15.557 13.138 11.515 7.072 

紫積寄与率 52.719 68.275 81.413 92.928 100 

鹿有ベクトル

意見項目 1 0.411 0.614 0.367 -0.52 0.222 

意見項目 2 0.424 0.466 ー0.392 0.6曲 0.118 

意見項目 3 0.509 問。132 ー0.311 ー0.287 -0.738 

意見項目 4 0.464 与0.533 -0.286 -0.202 0.614 

意見項目 5 0.42 -0.323 0.730 0.414 -0.121 

民の聖子宿生活者に対する認識と、問題関心の程度(問題認知の程度)をある程度測ることができるで

あろう。そこで、第 1主成分スコアを「問題関心度j と名付けて、以後これによって倒答者の野宿生

活者 f問題j に対する鑓心の度合いを測ることとする。

2.2 独立変数

都市住民の野翁生活者 r問題」に対する関心の寝度に影響している要民とは向かーそうした課題の

解明のため、いくつかの独立変数を湾窓する。

2.2.1 r野宿生活者認識J

まずはr野宿生活者謹む識Jの様態について示す変数である。それについては表2に示してい ;&15)<>r複

数の野翁生活者像」を保持する都市住民については「両方を選択J というカテゴワー名で示していく。

本稿ではまず都市住民の f野宿生活者認識J と F問題関心度」との慕本的枠組みについて押さえて

おきたい。野宿生活者に対して否定約な見解をもっ都市住民は、問題に対する対応についても消極的、

否定的な態度を示し、また肯定的な都市住民が野翁生活者に対する何らかの支援を志向しているとい

う結果が得られており側、都市住民の問題に対する関心の寂度が F野宿生活者認識J のありように

よって規定されるということが予想される。本稿ではひとまずこの関係性について、仮説として提示

表2'r野宿にいたった原因」の選択ノ《ターン

項呂 回得数 比率 l 比率2

やむを得ない野街 449 27.3% 28.9% 

調方を選択 923 56.2% 59.5% 

本人の寅任による野宿 179 10.9% 11.5% 

有効羽答者数 1551 94.4% 100.0% 

非該当・無殴答 92 5.6% 

総回答者数 1643 100.0% 
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しておく。

2.2.2 基本属性(年齢)

そうした問題関心と野宿生活者に対する認識との関係(基本的枠組)が把録されたならば、それは

果たして他に考えうる諸要因と無関係に把握できるものなのだろうか。把握されている基本的枠組み

以外に、都市住民の野宿生活者「問題J に対する態度ついて説明しうる要因があるのか否古」そうし

た一つの課題について解明を試みるためには、 r慕本約枠組みJにおいて提示される関係性について、

他の諸変数による影響があるのか沓かを確かめなければならない。「基本的枠組みJが他の諸要因と

無関係に把握できるならば、野宿生活者に対する認識の程度が野宿生活者「問題J に対する態度の様

態を規定するのだと言うことができるだろう。しかしその簡に相関が見られたならば、こうした枠組

みを一様には理解できないということになる。

さしあたり、筆者はそうした「基本的枠組みJを構成する「隠題関心度Jr野宿生活者認識J と調

査協力者の慕本的属性(年齢、性別、臓業、居住年数、居住形態)との関係について分析した。これ

ら基本的属性は、おそらく個々の識査協力者(都市住民)のパーソナリティの形成、及び生活につい

ての志向性に対L、一定の効果をもっているものと思われる。本稿ではそのうち年齢を独立変数とし

て扱うことにする。年齢は校~U(η) とともに社会緩済的地伎の形成、それに伴う個々の生活に対する

志向性等に対して、看過できない影響のある一要因であると思われる。しかし年齢という変数から縫

認できる結果が、年齢のいかなる効果を示しているのかーその解釈は非常に困難であると言わざるを

得ない。それは生物学的な違いによるものか、青年から老年に至るまでの心理学的な発達段階による

違いによるものなのか、それとも異なる時代を生きたコーホート毎に見られる、康史的な経験の差異

による違いなのか一本稿ではそうした年齢が「問題調心度J r野宿生活者認識J に対してもつ効果の

内実については触れることはできない。しかしこの年齢という変数を介することによって、前述のf慕

本的枠組みJが崩れるというのであれば、そこに本穣が目的とする、都市住民の野宿生活者「問題J

に対する態度を説明する、野宿生活者に対してもつ認識以外の要閣について示すことができるはずで

ある。

本稿では、年齢を「基本的持組みJが綴るぎがたいものなのかどうかを澱る指標として用いる。回

答者の年齢は 20歳代、 30歳代というよう、 10歳費iみに階層化し、カテゴリカルな変数として用い

ていく(表的。

表 3:年齢(10歳刻み)

項目 悶答数 比率 l 比率2

20歳代 184 11.2% 11.3% 

30歳代 224 13.6% 13.8% 

40歳代 312 19.0% 19.2% 

50滋代 362 22.0% 22.3% 

60歳代 306 18.6% 18.9% 

70歳以上 234 14.2% 14.4% 

有効回答者数 1622 98.7% 100.0% 

無悶答 21 1.3% 

総回答者数 1643 100.0% 
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薬本的には、本稿では上記の独立変数を中心として用いる。しかし、こうした一連の分析過程のな

かで、新たな変数を用いる必婆が生じた場合は、随持説明を加えながらそれを用いることにしたい。

3.分析

3.1 都市住民の「問題関心度J と「野宿生活者認識」の基本的枠級

都市住民のもつ「野徳生活者認識J は、野街生活者 r問題J に対する関心の度合いやそのありよう

とも街銭に関連していると考えられる。そして先述の通り都市住民の多くは「複数の野翁生活者像J

を持ち合わせている。このことが、 f問題関心度j とどのように関連しているのかを確認するために、

「原因論の選択ノミターンJ毎の f問題関

心度J を見ておこう。
0.8 

0.6寸 F瞳 51.776
図2は、「原図論の選択パターンJ毎 i 

0.4-1 Pmb>FくO叩01
に算出した f問題関心度j スコアの平 ‘ 

均僚について図示したものである。結
0.2 

果は「本人の責任による野宿J rr本人
。

の責任』と rやむを得なしサの雨}jを
-0.2 

選択J rやむを得ない野積Jの績に、ス
-0.4 

ー0.6
コアの平均値が高くなっている。すな

-0.8 
わち野宿の原因として rやむを得ない

一穣一問題関心度

野宿J と抱皇室している都市住民の野翁 本人の費任による野宿 両方を選択 やむを得ない野宿
生活者 r問題J についての関心は比較

的高しそうではない「本人の責任に
1lll2: r選択パターンJ別に見た r問題関心度J平均スコア

よる野宿J と犯盤している都市住民の関心は低いということがこの分析結果から読みとることができ

る。まずはこの基本的枠組みを犯援しておきたい。

さらにここで注呂すべきは、野宿にいたった潔殴論を「やむを得ない聖子宿J と回答している人でも、

それを「本人の責任による野宿J と同特に回答している人とそうでない人とでは、聖子宿生活者「問題」

に対する関心の程度に大きな差があるということである。このことは F複数の野宿生活者像J をもち

合わせている都市住民が、一穏のコ律背反の状況に焔っていることを示しているといえよう。かれら

は、確かに野檎生活者には失業や病気といった fやむを得ない事情」のために野宿を余儀なくされて

いる人がいることは理解しており、またそうした人に対する支援の必要性も認めているだが、その支

援を rもう一つのタイプの野宿生活者」、つまり「仕事をしたくないからJ といった理由で野宿生活

をしている人にまでひろげるべきなのか、という疑問に捕らえられているのである。そして、こう

した「二律背反の状況に陥っているJ都市住民が少なくないことに注目すべきである。

3.2 r問題関心度」と年齢との関係

前項において、都市伎民のもつ f野宿生活者認識Jと、「問題関心度」との基本的枠組みを確認したが、

前節に記したとおり、そうした慕本的枠綴みだけで都市住民の問題関心の程度が規定されるのであれ

関む事として由野衛生活者「問題」と都市住民意識 63 



ば、それは客観的指標である基本嵐性による影響を受けないものと考えられる。これが本績において

ひとまず設定した仮説である。本節では基本属性(年齢)と「問題関心度」との関係について、縮か

く見ていく。まずはそうした議論の前提として、年齢と「野宿生活者認識」との関係について確認し

ておく。

3.2.1 r聖子宿生活者認識」と年齢との関係

図3を見ると、「本人の糞任による野宿」は若年層ほどその割合は高くなる傾向が見られる。「両

方を選択j においては 40歳代において若子高い割合である以外は 60歳未満まではほぼ同等の割合

を示しているのだが、 60歳以上においてその割合は低い傾向にある(lm。fやむを得ない野宿」では

年齢が上昇するにつれその割合が高くなる傾向がほぼ宛てとれる。

またどの年齢層においても f減方を選択」している人が最も多いことがうかがえる。よって傾向と

しては年齢層が高〈なる程割合が低〈なる傾向があるとはいえ、複数の野指生活者像をもっ人は年齢

層を関わずいるということである。

3.2.2 r問題関心度J と年齢との関係

すでに侭度も述べたように、都市住民の野宿生活者「問題」への関心の程度と、野宿生活者につい

ての基本的な認識との関には強い組関がある。「基本約な認識」とはかれらの野宿生活者に対するイ

メージであり、それと結びついた f野宿の原因論Jである(19)。この「基本的な認識j の枠級みによって、

都市住民は野宿生活者についての最も基本的な向い(すなわち「かれらは何者なのか」という潤い)

に対する問答を見いだすのである。そしてこの r野宿生活者に対する基本的な認識Jが否定約なそれ

である場合、その都市住民は野積生活者「潤重量Jへの対応についても否定的であるということを、前

述の分析において確認してきた。

本項においては「年齢階溜J郊に、 fホームレス問題』への関心の程度についての傾向を検討する

のであるが、先に述べた「慕本的な認識J と野宿生活者「問題Jへの関心との隠に無媒介約な強力な

7日%

60% 

50% 

相 %

3朋6

20% 

10% 

日%

20-29歳30-39歳4日、-49議 50-59歳60-69歳70歳以上

図 3:原因選択パターンと年齢
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関係があるのであれば、この分析において、 r自業自得J観念を有する傾向が強い若年溜は、問符に

野宿生活者「鴻題Jへの潔心についてもより潔心が低いという傾向が確認できると予想されるのである。

年齢階層別にf問題関心度Jスコアの平均値を示したものが図4(f全体J)である。ここでは同時に「原

鴎論の選択ノミターンJ別に算出したスコアの平均値も提示している。

まず全体的傾向について見ると、年齢層が高くなるほどに T問題関心度J スコアの平均値が蒔くな

る傾向が見て取れる。それは統計的に有議な差であり、ここから年齢が上昇するにつれて野犠生活者

「縄題Jに対する関心の程度も高くなるという傾向が確認できる。逆にいえば、若年層においては、

中高年齢層に比して、野宿生活者「問題」に対する関心は低くなっているのである。

誌項で「聖子穏の原因論」と「年齢」との関係を検設した際に、野宿の原f!lとして fやむを得ない野翁J

を挙げている回答者は高齢層に多く、逆に原悶論として F本人の糞任による野宿Jを挙げている翻答

者は若年層に多いという傾向を確認したが、ここでも、全体的傾向として、 F年齢J、f野宿の原因論J、

「問題関心度」が相互に密接に関連しているということが示されている。

それでは原因論の選択パターンで回答者を分割jした場合について見ることにしよう(鴎唱。まず

は f;本人の責任による野宿」のみを選択している問答者について見てみると、年齢との関係において

統計的に有意な差は見られない。すなわち聖子宿生活者が野宿にいたった原因を f本人の責任による野

議J であるとのみで解釈している回答者は、年齢層を関わず r問題関心度J は低く、それゆえ野宿生

活者「問題Jに対して対応をすることについても否定的なのである。

次に「やむを得ない野街J と T本人の糞任による野宿Jの弱方を選択している回答者グループにつ

いて見ると、このグループでは、年齢が上昇するにつれて f問題擦心度J も高くなるという、全体と

ほぼ悶様の傾向を示している{もっとも関心の程度は全体平均より若干低くなってはいるが)。

それでは rやむを得ない聖子稽j のみを選択した回答者グループについてはどうであろうか。このグ

yレープにおいても、全体の傾向と隠様、年齢が高くなるほどに f問題関心度J スコアの平均値が高く

なる傾向が示されている。しかも、この r年齢J と F問題関心度J との関連は、このグループにおい

て最も顕著に示されているのである。このグループ、すなわち野宿の原因論としてFやむを得ない野宿J

のみを挙げているグループは、回答者全体の中では最も r問題関心度Jの高いグループであり(殴2

参照)、それゆえ野宿生活者に対しても一定の理解と共感を保持しているグループであると考えられ
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るのだが、このグループにおいても年齢階層によって「問題関心度j に火きな差異が認められる。こ

の事をどのように解釈いたらいいのだろうか。

3.3 都市住民の行政依存的側童話

先に、野猪生活者に対する「基本的な認識Jは、「野猪生活者問題に対する対応の是非関心の度合しり

と密接に相関すると述べた。そうであるとすれば、野宿の原図論において Fやむを得ない野宿J のみ

を問答している人は、野宿生活者 f問題Jに対して何らかの対応策を講じることに関して脅定的であ

る傾向が克られることが予想される。しかし図4における「やむを得ない野宿Jのみの回答グループ

についての結果は、確かに全体の傾向よりはどの年齢階層においても高い r問題関心度J スコアを示

しているのだが、何時に、比較的若い層では高齢層に比べてそのスコアは低くなっており、この年齢

問の務差はこのグループにおいて緩も大きくなっているのである。この差異は{可によってもたらされ

たのであろうか。

先に述べたように、会ての意見項目において「反対(そうは，Wわない)Jという反応は極めて少数

であった。とすれば、 F問題関心度」の年齢間格差はこの「反対j によってもたらされたのではない

ということになる。残された理由はこの r差」がもう一つの反応、すなわち f判断保留(どちらとも

いえない)J という反応の差によってもたらされているということであろう。そこでこの判断保留と

いう反応について、詳しく検討してみよう。

3.3.1 判断保留の分布

まず最初に、各意見項目に対してどの程度の判断保留者がいるのかということを確認しておこう。

図5は意見項目別に見た「判断保留J問答の比率を示している。

この図からもわかるように、全ての意見項呂について無視できない割合で判断保傷者が存在するの

である。とりわけ意見項臼 2(企業の責任)、 3(市民の関心)、 4(市民の啓発)では判断保留者の比

率が三分のーを越えている。

意見項尽I意見項目2意見項目3意見項目4意見項目5

図5:意見項目別に見た判断保際限答の比率
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3.3.2 f判断保留変数」の作成
表4'r判断保関変数J 単純集計

各問答者が野宿生活者 r問題J に対す 現段 隠答者数 比率 i 比率2

る意見への賛否に隠して、どの程度明確 判断保留なL 549 33.4% 36.5% 

な判断を下しているかということを測る lつ選択 279 17.0% 18.5% 

ために、意見項沼 1~5 に対する r'j'!J
2つ選択 249 15.2% 16.5% 

3つ選択 220 13.4% 14.6% 
断保留」反応の数を各回答者ごとにカウ

4つ選択 117 7.1% 7.8% 
ントし、それをスコアfじすることによっ 5つ選択 91 5.5% 6.0% 

て、各回答者の判断の明確さの程度を測 有効回答者数 1505 91.6% 100.0% 

るための F事j新保留変数J を作成する。非該当 138 8.4% 

この変数は最小僚o(判断保留な L)か 総回答者数 1643 100.0% 

ら最大値5(全ての意見項目に対して判

新保留)までをとる。表4はこの f判断保留変数Jの分布を示したものである。平均艇は1.57である。

すなわち平均すれば5項呂のうち1.5項目について、それぞれの回答者が判断を保留しているのである。

3.3.3 年齢と判断保磁

次の罰 6は'f~断保留変数と、年齢の関係を見たものである。これを見ると、年齢と判断保留スコア

との潟には明確な関係が見られる。すなわち年齢が若くなるにつれて判断保留スコアは上昇している。

とりわけ 20・30歳代と 40歳以上との問にはその平均スコアに大きな格差が見られる。

先に、若年層ほど f問題関心度Jが低いということを指摘したが、このことの背後には若年層にお

いて「判断保留Jの傾向が強いという事実によってもたらされたのではなかろうか。すなわち、若年

層における f問題関心度」の低さは、聖子宿生活者 f問題J について関心をもち、それへの対応を様索

することそのものを採否しているのではなしむしろそうした荷額に対して明確な判断を下すことが

できないという事情によってもたらされているのである(制。関4と関6からわかるように、この問

題関心の低さと判断停止スコアの高さとの結ぴっきは、若年層においてより一層はっきりと示されて

いるのである。

2.4 

2.2 

2 

1.8 

1.6 

1.4 

1.2 

!+ 明断保留変数j

日¥
人弘」止-......1.28

20歳代 30歳代 40歳代 5日歳代 田歳代 70歳以上

殴 6:年齢と f判断保留変数」
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図7:選択パターン別にみた年齢と「判断保留変数」

それではこの関係をより詳し〈見るために、年齢と r判断保留変数J との関係を、野宿の原因論の

選択パターン別に克てみよう。関?を見ると、 r両方を選択J と「やむを得ない野宿」の雨グループ

においては、年齢が若くなるにつれて、判断保留スコアが上昇するという傾向がはっきりと示されて

いる。とりわけ「やむを得ない野宿Jのグループにおいて、この綴向は顕著である。「問題関心度J

の場合と悶様に、 f判断保留Jスコアにおいても、最も「問題関心度j の高いグループである「やむ

を得ない野宿Jのグループにおいて、若年層と中高年!習との慌の格差が大きいのである。

3.3.4 r判断保留」の背後にあるもの

これまで、都市住民(回答者)の野宿生活者 f問題J に対する関心の有り縁を規定しているひとつ

の大きな望書段として、「判断保留Jがあることを確認してきた。とりわけこの「判断保留」が若年贈

において強く表れていることも確認された。そこで次に、こうした f判断保留」という態度がどの様

な意見項目において強〈表出されているのかということを見ておこう。

15% 
選択項目l 選択項白3 選択項1'14 選択項目5

1W8・年齢別に見た各意J?，項目における判断保留の割合
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関自は年齢別に見た各意見項呂即jにおける「判断保留J者の割合である。なお、ここでは議見項目(lf:f

政の寅任)、 3(市民の関心)、 4(市民の啓発)、 5(新たな発想)についてその「判断保留J者の割合

を見ている。 j議見項目 2(企業の責任)についてはすでに述べた理由によってこの集計からは除外し

ている(21)。

この図からもわかるとおり、どの年齢層においても「判断保留Jの比率が高いのは、意見項目 3(市

民の関心)、 4(市民の啓発)である。この二つの項区に共通しているのは、それらが何らかのかたち

で都市住民(回答者)自身が、野宿生活者「問題Jの解決に関わることを求められている(もしくは

求められる可能性がある)、そのような意見項目だということである。

それに対して、意見項目 1(行政の責任)に対する r判断保留Jの比率はどの年齢層においても小

さくなっているが、その理由はおそらくその境問が回答者自身の問題解決への主体的関わりを望書求さ

れることのないものだからであろう。現代金士会における「市民意識Jのひとつの特徴ともいうべき f行

致依ff.J釣生活感覚からすれば、このような意見は、問題の解決を行政にあずけ、自らの積額約関与

を避けようとする志向性と緩和性を有しているのではないだろうか。

以上の検討から、以下のような結論を導くことができるのではないだろうか。都市住民のi習には、

野宿生活者「問題Jの解決のために何らかの対応策が必要であるということは認めつつも、自らその

悶粛に関わるのは避けたいという、いわば F行政依存J的な志向性が見られる。若年層においては、

この傾向が特に顕著である可能性が高いのである。この傾向は決して「やむを得ない野宿Jのみを回

答した若年層のみに該当することではなく、問答者(すなわち豊富市住民)の大多数について、そして

「若年層全体Jについて特に顕著に当てはまる傾向なのである。

厳後に付け加えておくならば、彼らの問答した「やむを得ない野宿Jの内容とは、主に失業にまつ

わる原因論(22) (101人中 98人が初答)であり、疾病・高齢にまつわる原因論(23)の選択事はそれに比

してはるかに小さい (101人中44人が問答)。ここ数年来、 f失業」という野宿の際協論は、近年の経

済状況や、マスコミによる f不況J報道の影響もあって、人々が野宿生活者の存在を f納得J l、「説

明」するための枠組みとして r容易にJ あるいは T安易にJ利用されているという事情もある。すな

わち、失業して野宿を余儀なくされた人々との、何らの具体的な接触や交渉をもつこともなしただ

マスメディアからの情報や実生活における「実感Jに依拠して、野宿の原因を「失業Jであると「納

得」することができるのである。それゆえ、多くの都市住民が野宿の原因を「やむを得ない事情J に

求めているとしても、そのことが必ずしも、都市住民による野宿生活者への理解と共感の容在を意味

しているわけではないのである。

4.さいごに

前節までにおいて、野宿生活者 r問題J に対する関心の程度と年齢との関係を見てきたのだが、そ

こで最も顕著に見えてきた傾向は、若年層における f問題関心度Jの低さと、意見項目についての否

定的な姿勢であった。

そして野宿を余儀なくされている人々をめぐる問題について、関心をもち、また野宿生活者のこと

を実態に基づいて知ろうという慈悲、のある都市住民は年齢層を関わずあまり存在しないのである。そ

してそうした態度を裏打ちしているのは、都市ti:民が野f寄生活者 r問題Jについてもつ行政依容的な

志向性なのだと言えよう。すなわちこれが、野衛生活者 r問題Jについての関心について、先に述べ
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た基本的枠組み一都市住民が野宿生活者に対してもつ認識と問題関心との関係だけでは説明できない

部分であり、現代社会に特徴的な都市住民意識なのだと言える。

こうして抱綴した都市住民の野宿生活者 f問題J に対する態度は r身近なj 野宿生活者に対する態

度とも表裳一体なのである。野宿生活者は野宿生活者を取り巻〈問題が r社会問題化Jする以前から

都市の内部に存在しており、そうしたかれらと都市住民とが保ってきた関係性を表現するならば、そ

れは繁華街で見かけるかれらに対する「無関心J，r身近なようで遠いJであろう(制。そうした「無関心J

がこれまで都市における、都市住民と野宿生活者との一種の「平和共存Jを保ってきたのだといえる(制。

野宿生活者が急婚し、傍中の公闘にテントが林立し、都市住民と野宿生活者との物理的距離が緩めて

近接してきた現在においても、そうした傾向がないわけではない。しかし島は以下のようにも述べて

おり、こうした「平和共穿」のもろさについても無視することはできない。

r(野宿者の)存在が過車iに露出しない限りは、都市住民と聖子宿者のあいだには r粗野な無

関心，(エンゲルス)を媒介とした一種のr平和共存』が成立しているようにみえる。…「編入F黙

認j無視』がどの時点で、あるいはどのような状況下であからざまな叩ド除aへと転換するのか、

暁確に予測することは難しいが、少なくとも・野宿者の数が r多くなればa都市住民の r苦情』

は増大し、 F排除2への圧力も高まることは点在篠実であるJ(26) 

つまり多くの都市住民による「無関心」とは、野街生活者に対する「迷惑感Jを内包した、「編入Jと「排

除J とのきわどい境界上において成立しているのである。しかし、そうした f迷惑Jは必ずしも野宿

生活者の実態を反狭しでもたらされているわけではない。筆者が前稿において指摘したように、都市

住民は実態の有無に依らず、野宿生活者に対する否定的なうわさに基づいた「迷議Jを訴えることも

あるのである{問。そしてそうした「迷惑Jが野宿生活者に対する実態の無理解、情報の不足、また

は情報の過多と乱反射酬によって申し立てられていることに留意しなければならない(制。

本稿の分析の結果、野猪生活者「問題J についての都市住民の暴本的姿勢は r無関心J、もしくは

積極的な「忌避J のそれであると言うことができる。そしてこのような姿勢こそがすでに述べた都市

住民と野宿生活者の r平和共存」を可能にしてきたのであり、さらに言えば臼本社会における野宿生

活者 r問題J に対する対応主体を行政及び極一部の支援問体たらしめてきたのだと言える。

しかしこうした f無関心」を可能とする「距離Jが何らかの事情で縮まるならば、すなわち野宿生

活者が都市住民の直接的な日常生活観の内側に f侵入J してきた場合には、この「無関心」に支えら

れた r平和共移J は維持されなくなる。例えばそうした状況は、 2000年 7月より発生した、大阪市

東住吉区の長居公殿における野宿生活者向けの仮設一時避難所の建設計厳に対する地域住民による反

対運動 (r長居公開問題J)においても確認できるだろう刷。仮設一時避難所の建設計画は、すでに

地域住民と野宿生活者との緊張関係が高まった状態にあった長居公闘周辺において、地域住民の不満

を物理的な r排除Jの行為一反対運動へと転化させる契機となった。そしてそうした反対運動は、地

域住民の私的生活の防衛、すなわち個別利害の追求に2基づいて発生したのである。また、この反対運

動の発生を支持した地域住民の意識として、印私』に立測した問題解決的主体性J(31)と表裏一体を

なす「行政依穿J約生活感覚があったことも留意しなければならない。

Lたがって、そうした出来事に象徴される都市住民と野宿生活者との緊猿関係、そして野宿生活者
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r烈題」に対する伎民と地域社会の理解の不足を超克していく遜穏において、こうした都市住民意識

に対する留意が必要なのだと言えよう。都市住民に野宿生活者の実態に蒸づいた理解を得ることは重

要である。しかしそれも本稿が訴した都市住民窓識が支配的であるならば、今後それについてどの程

度の改善寺を見積もることができるのだろうか。

そうした都市住民意識を踏まえた上で、都市社会において野街生活者を取り巻く問題についていか

なる対応が妥当性をもつのか、また都市住民が野宿生活者 r肉類j について何をすることが可能なの

か、そうした模索が今後なされなければならない。

[注]

(1)野宿を余儀なくされた人々をめぐる機々な閉鎖を総称したものとして、 f野宿者!習量露J r野宿生活者問題J

「忠一ムレスi笥題」といった呼び方がある。これらの呼び方は恋意的に清いられることもしばしばあるが、

運動家、磁究者などの中でその立場、「問題Jの提え方から取捨選択され用いられていることも多い。こ

れは聖子宿を余儀なくされた人々に対する呼称についても同様のことカ?言える (r野宿者Jr野宿労働者Jr野

f寄生活者JrホームレスJ等々)。多くの都市住民がマスコミ等を通して最も r問書蟹れているJ呼称はお

そらく「ホームレス隠題Jであると思われる。本稿では都市住民が野穏を余儀なくされた人々をめぐる問

題をどの様に捉えているかということについて担握することを目的としているが、本績においても前稿ま

でと向媛、そうした「問題」について「野宿生活者 F問題JJ を用いたい。また、野宿を余儀なくされて

いる人々については r野宿生活者J とする。

(2) r 市民意識調査J とは大阪市立大学都市環境問題研究会が行った司連の野宿生活者問題に関係する調査の

一つであり、 1998年に実施された。大阪市内在住の 20歳以上の住民を母集混とした、様本抽出調査であ

り、野宿生活者と地域住民との劉係及び地域住民の野宿生活者に対する意識を把握することを調査目的と

している。標本抽出は層別抽出法を用いており、その結果抽出された 4614人について質跨紙を郵送した。

回収薬は 1643望書であり、 i自収率は 35.6%であった。なお、詳しい調査概要については[大板市立大学都

市環境問題研究会 2001，p429-438Jを参照されたい。

(3)大阪市立大学社会学研究室 1997

(4)もちろん、 f問題の解決J といっても綴々人にとってその解決の方向性は多様であると替えよう。野宿か

らの脱出を綴った積極的な支援を志向する人もいれば、積極的な r排除J を解決の方法として志向する人

もいる。こうした「問題Jに対する対応の方向性は個々人のもつ野宿生活者に対する認識の様態が規定し

ており、それは筆者が前現において述べていることでもある[様 200Ia，pI2-15lo湾題関心についても同

様の傾向を確認することができ、それは後述する。

(5)なお、各意見の最後の丸括弧のなかに記されているのは、各意見に付与したラベルであり、以後このラ

ベルによって各意見を指示することとする

(6) r企業の責任」については食業が行政に協力する場合の、その具体的な行動内容を都市住民が抱握しにく

かったことが考えられる。そのことが38.0%という比較的高率の判断保留(rどちらともいえないJ)の問

答をもたらしたのかもしれない。

(7)島 1999，p215

(8)見回 1979，P27

(9)堤 2001a，p5悶 6

軍事心事としての野稽生活者「潤題J と都市住民意識 71 



(10)例えば[青木 1989J、[乎J1I1986J、[田容 1995，199ゆ]、[烏 1999Jなど。

(11) 1995年の「市民意識鶏査J(前に紹介)では野宿の原悶について 52.5%の人が r不景気で仕事がないからJ

と回答しているが、同じ質問において 1998年の調査では 75.8%の人がその様に回答しており、 3年の閣に

おいて生じたこの差について留意する必要がある。

(12)この枠組みは筆者が前稿において用いたものである。この枠組みの設定は、「市民意識調査J における

野宿の原因について開いた項目における選択肢の内容によって行った。「やむを得ない野宿J にあたる野

宿の原殴論は「不景気で仕事がないからJr商売や事業に失敗したからJr病気やけがのためJr高齢で働

けなくなったからJr身寄りがないから」であり、「本人の責任による野宿」は「働〈のがいやだからJr本

人が望んだからJである。その設定の過程については[堤2001a，pllJ又は[大阪市立大学都市環境払鳴研

究会 2001，p485Jを参照されたい。後述の「複数の野宿生活者像J についても向様である。

(13)島 1999，p219-222，堤 200la，pll-12

(14)各質問について「そう思う J=1、「どちらともいえないJ=O~ rそうは思わないJ=司1として算出した。

(15)図中の「非該当」とは、野宿の原殴論について「自分とは全〈関係がないから想像もつかない」と回答

した人についてを指している。調査i結果ではこの回答と他の具体的な野宿の原因諭をE重複して回答した人

もいた。そうした二律背反する回答が成される要因についても検討の余地があるものだと怒われるが、そ

うした閏答を含めて分析することによって「野宿生活者認識」と他の変数との関係の大枠について鍛謹す

ることに困難が生じかねない。したがって本稿では分析においてこの選択肢を除外して変数を用いている。

(16)堤2001a，p12司 15

(17)性別も、本来は本稿で扱うべき、組々人の志向性に影響しうるであろう重要な変数である。 しかし本稿

では性別を組み入れた分析は扱わない。これは性別を年齢と同様に独立変数として分析した場合、また年

齢と組み合わせて分析した場合、ともに性別の「問題関心度J r野宿生活者認識J Iこ対する影響を確認す

ることができなかったということが大きい。

(18) r両方を選択」において高齢層で都合が低いのは、 rやむを得ない野宿Jのみを選択している人の割合の

高さに影響されている。

(19) [島 1999J， [.堤 2001.Jを参照。

(20)このことは「問題関心度J と f平日断保闘J との殴果関係を示しているのではない。「問題関心の低き」

として顕現しているものが、都市住民のいかなる事情が反映してあらわれているのか、ということである。

(21) (6)を参照

(22) r市民意識調査Jの質問項呂における「不景気で仕事がないからJ r商売や事業に失敗したから」という

回答と対応している。

(23)同じく f病気やけがのためJ r高齢で働けなくなったからJ に対応している。

(24)島 1999，p191匂 194，堤 200Ia，p4-5

(25)島 1999，p195

(26)島 1999，pI95-6

(27)堤200lb

(28)仲村 1988，p225

(29)そうした都市役員の問題意識を不鮮明化している、背後にある要因の実誌的解明が今後目指されなけれ

ばならない。それについては次稿以降の課題としたい。

(30)堤 200lb

(31)宮島 1983，p177
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